
JP 4748768 B2 2011.8.17

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　インクと反応する液体を記録媒体に塗布するための塗布ローラと、前記塗布ローラに当
接することで形成される液体保持空間に液体を保持するための保持部材とを備え、前記塗
布ローラを回転させることにより前記液体保持空間に保持される液体を前記塗布ローラを
介して前記記録媒体に塗布する塗布手段と、
　前記塗布手段により液体が塗布された記録媒体に対してインクジェット記録ヘッドより
インクを吐出させて前記記録媒体に画像を記録する記録手段と、
　前記液体を貯蔵する貯蔵手段と、
　前記貯蔵手段と前記保持部材とを接続し、前記貯蔵手段から前記液体保持空間に前記液
体を供給するための供給路と、
　前記貯蔵手段と前記保持部材とを接続し、前記液体保持空間から前記貯蔵手段に前記液
体を回収するための回収路と、
　前記貯蔵手段、前記供給路、前記液体保持空間、前記回収路を含む流路において循環す
る前記液体の流れを発生させるためのポンプとを備え、
　前記ポンプは前記回収路に配置され、且つ、
　前記記録手段により記録が行われている間、前記ポンプによる前記液体の循環は継続的
に行われることを特徴とするインクジェット記録装置。
【請求項２】
　前記ポンプは、前記保持部材と前記回収路とを接続する、前記保持部材に形成された回
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収口での圧力が、前記保持部材と前記供給路とを接続する、前記保持部材に形成された供
給口での圧力よりも相対的に低くなるように前記液体の流れを発生することを特徴とする
請求項１記載のインクジェット記録装置。
【請求項３】
　前記供給口および前記回収口は、前記保持部材の長手方向の端または該端の近傍にそれ
ぞれ形成されることを特徴とする請求項２に記載のインクジェット記録装置。
【請求項４】
　前記貯蔵手段は、前記保持部材に対して、前記回収口よりも前記供給口に近い位置に配
置されることを特徴とする請求項２に記載のインクジェット記録装置。
【請求項５】
　インクと反応する液体を記録媒体に塗布するための塗布ローラと、前記塗布ローラに当
接することで形成される液体保持空間に液体を保持するための保持部材とを備え、前記塗
布ローラを回転させることにより前記液体保持空間に保持される液体を前記塗布ローラを
介して前記記録媒体に塗布する塗布手段と、
　前記塗布手段により液体が塗布された記録媒体に対してインクジェット記録ヘッドより
インクを吐出させて前記記録媒体に画像を記録する記録手段と、
　前記液体を貯蔵する貯蔵手段と、
　前記貯蔵手段と前記保持部材とを接続し、前記貯蔵手段から前記液体保持空間に前記液
体を供給するための供給路と、
　前記貯蔵手段と前記保持部材とを接続し、前記液体保持空間から前記貯蔵手段に前記液
体を回収するための回収路と、
　前記貯蔵手段、前記供給路、前記液体保持空間、前記回収路を含む流路において前記液
体の流れを発生させるための液体移動手段とを備え、
　前記液体移動手段は前記回収路に配置され、且つ、
　前記保持部材は前記貯蔵手段よりも重力方向上方に配置されることを特徴とするインク
ジェット記録装置。
【請求項６】
　インクと反応する液体を記録媒体に塗布するための塗布ローラと、前記塗布ローラに当
接することで形成される液体保持空間に液体を保持するための保持部材とを備え、前記塗
布ローラを回転させることにより前記液体保持空間に保持される液体を前記塗布ローラを
介して前記記録媒体に塗布する塗布手段と、
　前記塗布手段により液体が塗布された記録媒体に対してインクジェット記録ヘッドより
インクを吐出させて前記記録媒体に画像を記録する記録手段と、
　前記液体を貯蔵する貯蔵手段と、
　前記貯蔵手段と前記保持部材とを接続し、前記貯蔵手段から前記液体保持空間に前記液
体を供給するための供給路と、
　前記貯蔵手段と前記保持部材とを接続し、前記液体保持空間から前記貯蔵手段に前記液
体を回収するための回収路と、
　前記貯蔵手段、前記供給路、前記液体保持空間、前記回収路を含む流路において前記液
体の流れを発生させるための液体移動手段とを備え、
　前記液体移動手段は前記回収路に配置され、且つ、
　前記保持部材は、前記貯蔵手段に最大に前記液体を貯蔵している場合の液面と前記貯蔵
手段の底面との間に配置されることを特徴とするインクジェット記録装置。
【請求項７】
　前記供給路の長さが前記回収路の長さよりも短いことを特徴とする請求項１乃至６のい
ずれかに記載のインクジェット記録装置。
【請求項８】
　前記供給路を介した液体の供給を遮断するための弁をさらに備え、該弁は、前記供給路
に配置されることを特徴とする請求項１乃至４のいずれかに記載のインクジェット記録装
置。
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【請求項９】
　前記ポンプの駆動が停止している場合、前記弁による遮断を行うことを特徴とする請求
項８に記載のインクジェット記録装置。
【請求項１０】
　インクと反応する液体を記録媒体に塗布するための塗布ローラと、前記塗布ローラに当
接することで形成される液体保持空間に液体を保持するための保持部材とを備え、前記塗
布ローラを回転させることにより前記液体保持空間に保持される液体を前記塗布ローラを
介して前記記録媒体に塗布する塗布手段と、
　前記塗布手段により液体が塗布された記録媒体に対してインクジェット記録ヘッドより
インクを吐出させて前記記録媒体に画像を記録する記録手段と、
　前記液体を貯蔵する貯蔵手段と、
　前記貯蔵手段と前記保持部材とを接続し、前記貯蔵手段から前記液体保持空間に前記液
体を供給するための供給路と、
　前記貯蔵手段と前記保持部材とを接続し、前記液体保持空間から前記貯蔵手段に前記液
体を回収するための回収路と、
　前記貯蔵手段、前記供給路、前記液体保持空間、前記回収路を含む流路において前記液
体の流れを発生させるための液体移動手段とを備え、
　前記液体移動手段は前記回収路に配置され、
　前記液体移動手段の動作により前記流路内で液体が循環し、前記記録手段による記録が
行われている間、前記液体の循環は継続的に行われることを特徴とするインクジェット記
録装置。
【請求項１１】
　前記塗布手段による液体の塗布が行われている間、前記液体移動手段による液体の循環
は継続的に行われることを特徴とする請求項１０に記載のインクジェット記録装置。
【請求項１２】
　前記記録動作の終了後に、前記液体移動手段による液体の循環は終了することを特徴と
する請求項１０に記載のインクジェット記録装置。
【請求項１３】
　インクと反応する液体を記録媒体に塗布するための塗布ローラと、前記塗布ローラに当
接することで形成される液体保持空間に液体を保持するための保持部材とを備え、前記塗
布ローラを回転させることにより前記液体保持空間に保持される液体を前記塗布ローラを
介して前記記録媒体に塗布する塗布手段と、
　前記塗布手段により液体が塗布された記録媒体に対してインクジェット記録ヘッドより
インクを吐出させて前記記録媒体に画像を記録する記録手段と、
　前記液体を貯蔵する貯蔵手段と、
　前記貯蔵手段と前記保持部材とを接続し、前記貯蔵手段から前記液体保持空間に前記液
体を供給するための供給路と、
　前記貯蔵手段と前記保持部材とを接続し、前記液体保持空間から前記貯蔵手段に前記液
体を回収するための回収路と、
　前記貯蔵手段、前記供給路、前記液体保持空間、前記回収路を含む流路において前記液
体の流れを発生させるための液体移動手段とを備え、
　前記液体移動手段は前記回収路に配置され、且つ、
　前記保持部材は前記塗布ローラと当接する当接部を備え、当該当接部は単一の部材によ
って環状に形成されていることを特徴とするインクジェット記録装置。
【請求項１４】
　前記液体は、前記インクに含有される色材を凝集させる液体であることを特徴とする請
求項１乃至１３のいずれかに記載のインクジェット記録装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、液体塗布装置およびインクジェット記録装置に関し、詳しくは、顔料を色材
とするインクで記録した際に顔料の凝集の開始を早めるなど所定の目的で媒体に液体を塗
布する液体塗布装置に関するものであり、また、同様に、インクジェット記録で用いられ
る記録媒体に対して、顔料を色材とするインクで記録した際に顔料の凝集の開始を早める
などの目的で液体を塗布する機構を備えたインクジェット記録装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　広く媒体に液体もしくは液状の材料を塗布する方式として、スピンコータ、ロールコー
タ、バーコータ、ダイコータが知られている。これらの塗布方式は、比較的長い塗布媒体
に塗布を連続的に行うことを前提としたものである。このため、例えば、比較的小さなサ
イズの塗布媒体が断続的に搬送されてこれらに塗布を行う場合には、塗布媒体ごとに、そ
の塗付開始や終了の位置で塗料ビードが乱れるなどして均一な塗膜が得られなくなるなど
の問題を生じることがある。
【０００３】
　このような問題を解消可能な一構成として、特許文献１に記載されたものが知られてい
る。この構成は、ダイコーダ方式において、回転するロッドバーを用い、このロッドバー
に対して吐出用スリットから塗料を吐出し、ロッドバー上に塗膜を形成する。そして、形
成された塗膜はロッドバーの回転に伴い塗布媒体に接触して転写されるものである。ここ
で、ロッドバーに形成された塗膜を塗付媒体に転写、塗布しないときは、塗料はロッドバ
ーの回転によりヘッド内に戻り回収用スリットを介して回収される。すなわち、非塗布時
でもロッドバーは回転し続け、その際、塗料はロッドバーに塗膜を形成した状態にある。
これにより、塗布媒体が断続的に供給されそれらに断続的に塗布を行う場合でも、均一な
塗膜を得ることを可能としている。
【０００４】
　インクジェット記録装置の分野においても液体塗布機構を用いたものが知られている。
特許文献２には、ローラと接するドクターブレードを用い、このブレードとローラとの間
にコーティング液を溜めるようにし、ローラの回転に伴ってこのローラにコーティング液
が付与されることが記載されている。そして、このローラの回転に伴い、これと他のロー
ラとの間を搬送される支持体に対し付与されているコーティング液が転写、塗布される。
特許文献３にも、同様に、インクジェット記録装置において、染料を不溶化する処理液を
記録の前に予め塗布する機構が示されている。この文献の実施例１には、補充タンクに在
る処理液が、回転するローラに付着することによって汲み出され同時にその汲み出した処
理液が記録紙に塗布されることが記載されている。
【０００５】
　しかしながら、以上の特許文献１ないし３に記載の構成は、いずれも、ロッドバーない
しローラが回転しつつそのバーないしローラの表面に塗布液が付与もしくは供給されるが
、その付与もしくは供給する部分が大気に開放されあるいは連通した部分である。このた
め、塗布液の蒸発などが問題となる他、装置の姿勢が変わったときに、それよって塗布液
が漏れるなどの問題を生じるおそれがある。
【０００６】
　特に、プリンタなどのインクジェット記録装置では、運搬時の姿勢変化による液体の漏
れなどを考慮すると、小型化された装置には上記各文献に記載の塗布機構を適用し難い。
【０００７】
　これに対し、塗布液としてのインクをローラに付与ないし供給する部分をシールする構
成が、特許文献４に開示されている。同文献に記載の塗布機構は、グラビア印刷装置にお
いて印刷版のパターンが表面に形成されたローラにインクを塗布する機構である。ここで
は、ローラの周面に沿った上下２ヶ所に対応した位置で、ローラの長手方向に延在するド
クターブレードと、この２つのドクターブレードの両側部にそれぞれ設けられた弾性部材
と、を有したインクチャンバーを用いたものである。このチャンバーをローラの周面に当
接させることにより、ローラとの間で液室（インク溜り）を形成する。そして、ローラが
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回転することにより、この液室の塗布液がローラに付与ないし供給されるものである。
【０００８】
【特許文献１】特開２００１－７０８５８号公報
【特許文献２】特表２００２－５１７３４１号公報
【特許文献３】特開平０８－７２２２７号公報
【特許文献４】特開平０８－５８０６９号公報
【特許文献５】特開２００２－９６４５２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　この特許文献４では、インクを貯蔵するためのインクタンクと上記液室との間にポンプ
が設けられており、このポンプによりインクタンク内のインクを液室に圧送することで、
インクタンクから液室にインクを供給し、また、塗布液室から排出されたインクを受ける
収容タンクへ液室内のインクを送っている。この場合、ポンプにより供給された液体（イ
ンク）が液室から漏れないようにしなければならない。しかしながら、特許文献４は、ポ
ンプにより液室へ液体を加圧して供給する加圧供給の構成であるため、液室内の圧力が高
くなり、液漏れを生じやすい。
【００１０】
　本発明は、上記問題を解消するためになされたものであり、その目的とするところは、
ローラとの間に形成される空間に塗布液を保持する液体保持部材に液体を供給および／ま
たは液体保持部材から液体を回収する際に、その液体保持部材からの液体の漏れを軽減す
ることができるインクジェット記録装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　このような目的を達成するために、本発明は、インクと反応する液体を記録媒体に塗布
するための塗布ローラと、前記塗布ローラに当接することで形成される液体保持空間に液
体を保持するための保持部材とを備え、前記塗布ローラを回転させることにより前記液体
保持空間に保持される液体を前記塗布ローラを介して前記記録媒体に塗布する塗布手段と
、　前記塗布手段により液体が塗布された記録媒体に対してインクジェット記録ヘッドよ
りインクを吐出させて前記記録媒体に画像を記録する記録手段と、前記液体を貯蔵する貯
蔵手段と、前記貯蔵手段と前記保持部材とを接続し、前記貯蔵手段から前記液体保持空間
に前記液体を供給するための供給路と、前記貯蔵手段と前記保持部材とを接続し、前記液
体保持空間から前記貯蔵手段に前記液体を回収するための回収路と、前記貯蔵手段、前記
供給路、前記液体保持空間、前記回収路を含む流路において循環する前記液体の流れを発
生させるためのポンプとを備え、前記ポンプは前記回収路に配置され、且つ、前記記録手
段により記録が行われている間、前記ポンプによる前記液体の循環は継続的に行われるこ
とを特徴とする。
【００１３】
　なお、本発明の「液体移動手段」は、ポンプであることが好ましい。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、液体保持部材の回収口と貯蔵手段との間に液体移動手段（ポンプ）を
設けたので、ポンプを駆動することにより液体保持部材に液体を供給／または液体保持部
材から液体を回収する際に、保持手段における液漏れを軽減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、添付図面を参照して本発明の好適な実施の形態を詳細に説明する。　
　図１は、本発明の液体塗布装置１００に係る実施形態の全体構成を示す斜視図である。
ここに示す液体塗布装置１００は、概略、液体の塗布対象である媒体（以下、塗布媒体と
もいう）に対し所定の塗布液を塗布する液体塗布手段と、この液体塗布手段に塗布液を供
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給する液体供給手段を有して構成されている。　
　液体塗布手段は、円筒状の塗布ローラ１００１、この塗布ローラ１００１に対向して配
置された円筒状のカウンターローラ（媒体支持部材）１００２、および塗布ローラ１００
１を駆動するローラ駆動機構１００３などを有する。このローラ駆動機構１００３は、ロ
ーラ駆動モータ１００４と、このローラ駆動モータ１００４の駆動力を塗布ローラ１００
１に伝達するギアトレインなどを有する動力伝達機構１００５とによって構成されている
。
【００１６】
　また、液体供給手段は、塗布ローラ１００１の周面との間で塗布液を保持する液体保持
部材２００１、およびこの液体保持部材２００１に液体を供給する後述の液体流路３００
０（図１では不図示）などを有して構成される。塗布ローラ１００１およびカウンターロ
ーラ１００２は、それぞれ、それらの両端が不図示のフレームに対して回動自在に取り付
けられた、互いに平行な軸によって回動自在に支持されている。また、液体保持部材２０
０１は、塗布ローラ１００１の長手方向のほぼ全体にわたって延在するものであり、塗布
ローラ１００１の周面に対して接離動作を可能とする機構を介して上記のフレームに移動
可能に取り付けられている。
【００１７】
　本実施形態の液体塗布装置は、さらに、塗布ローラ１００１とカウンターローラ１００
２とのニップ部に塗布媒体を搬送するための、ピックアップローラなどからなる塗布媒体
供給機構１００６を備える。また、この塗布媒体の搬送路において、塗布ローラ１００１
およびカウンターローラ１００２の後流側には、塗布液が塗布された塗布媒体を排紙部（
不図示）へ向けて搬送する、排紙ローラなどからなる排紙機構１００７が設けられる。こ
れらの給紙機構や排紙機構も、塗布ローラなどと同様、動力伝達機構１００５を介して伝
えられる駆動モータ１００４の駆動力によって動作する。
【００１８】
　なお、本実施形態で使用する塗布液は、顔料を色材とするインクで記録した際に顔料の
凝集の開始を早めることを目的とした液体である。　
　塗布液の成分の一例を以下に記述する。　
　硝酸カルシウム・４水和物　　１０％　
　グリセリン　　　　　　　　　４２％　
　界面活性剤　　　　　　　　　　１％　
　水　　　　　　　　　　　　　　残量　
　また、前記塗布液の粘度は２５℃で５～６ｃＰ（センチポアズ）である。　
　なお、本発明の適用において塗布液は、上記のものに限られないことは勿論である。例
えば、別の塗布液として、染料を不溶化あるいは凝集させる成分を含有する液体を用いる
ことも可能である。
【００１９】
　塗布する液体に水を用いる場合、本発明の塗布ローラとの液体保持部材の当接部分での
周動性は、表面張力を下げる成分を前記液体に含ませることで良好なものとなる。上述の
塗布する液体の成分の一例では、グリセリン及び界面活性剤が水の表面張力を下げる成分
である。
【００２０】
　ここで、各部の構成をより詳細に説明する。　
　図２は、塗布ローラ１００１、カウンターローラ１００２および液体保持部材２００１
などの配置の一例を示す説明縦断側面図である。　
　カウンターローラ１００２は、不図示の付勢手段によって塗布ローラ１００１の周面に
向けて付勢されており、塗布ローラ１００１を図中、時計方向に回転させることにより、
両ローラの間に塗布液を塗布すべき塗布媒体Ｐを挟持し得ると共に、塗布媒体Ｐを図中の
矢印方向に搬送し得るようになっている。
【００２１】
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　また、液体保持部材２００１は、バネ部材（押圧手段）２００６の付勢力によって塗布
ローラ１００１の周面に対して付勢されて当接するとき、塗布ローラ１００１による液体
塗布領域全体に亘って延在する長尺な液体保持空間Ｓを形成するようになっている。この
液体保持空間Ｓ内には、後述の液体流路３０００から液体保持部材２００１を介して塗布
液が供給されるが、液体保持部材２００１が以下のように構成されているため、塗布ロー
ラ１００１の停止状態において、液体保持空間Ｓから外方へ不用意に塗布液が漏出するの
を防止することができる。
【００２２】
　この液体保持部材２００１の構成を、図３ないし図８に示す。　
　図３に示すように、液体保持部材２００１は、空間形成基材２００２と、この空間形成
基材２００２の一方の面に突設された環状の当接部材２００９とを有して構成されている
。空間形成基材２００２には、その中央部分における長手方向に沿って、底部の断面形が
円弧状をなす凹部２００３が形成される。そして、当接部材２００９は、その直線部分が
この凹部２００３の上縁部に沿って固着され、また、円周部分が上記上縁部から底部を経
て反対側の上縁部に至るように固着される。これにより、液体保持部材２００１の当接部
２００９が塗布ローラ１００１に当接したとき、塗布ローラの周面形状に沿った当接が可
能となり、均一な圧力の当接を実現することができる。
【００２３】
　上記のようにこの実施形態における液体保持部材は、継ぎ目のない一体に形成された当
接部材２００９が、バネ部材２００６の付勢力によって塗布ローラ１００１の外周面に隙
間なく連続した状態で当接する。その結果、液体保持空間Ｓは、この当接部材２００９と
、空間形成基材の一面と、塗布ローラ１００１の外周面とによる実質的に閉塞した空間と
なり、この空間に液体が保持される。そして、塗布ローラ１００１の回転が停止した状態
では、当接部材２００９と塗布ローラ１００１の外周面とは液密状態を維持し、液体が外
部へと漏出するのを確実に防止することができる。一方、塗布ローラ１００１が回転する
ときは、後述されるように、塗布液は塗布ローラ１００１の外周面と当接部材２００９と
の間を摺り抜けるように通ることができる。ここで、塗布ローラ１００１の停止状態にお
いて、その外周面と当接部材２００９とが液密状態にあるとは、上記のとおり、上記空間
の内と外の間で液体を通さないことである。この場合、当接部材２００９の当接状態とし
ては、それが塗布ローラ１００１の外周面に対し直に接する状態の他、毛管力によって形
成される液体の膜を介して上記外周面に当接する状態を含むものである。
【００２４】
　また、当接部材２００９の長手方向における左右両側部は、図３ないし図８に示すよう
に、正面（図３）、平面（図６）および側面（図７、図８）のいずれの方向から見ても緩
やかに湾曲する形状をなしている。このため、塗布ローラ１００１に対し、比較的強い押
圧力で当接部材２００９を当接させても、当接部材２００９の全体が略均一に弾性変形し
、局所的に大きな歪みが生じることはない。このため、当接部材２００９は図６ないし図
８に示すように、隙間なく連続的に塗布ローラ１００１の外周面に当接し、上記の実質的
に閉塞した空間を形成することができる。
【００２５】
　一方、空間形成基材２００２には、図３ないし図５に示すように、当接部材２００９に
囲繞された領域内に、それぞれ空間形成基材２００２を貫通する孔を有して構成される液
体供給口２００４および液体回収口２００５が設けられている。これらは空間形成基材の
背面側に突設された円筒状の連結部２００４１，２００５１にそれぞれ連通している。ま
た、この連結部２００４１，２００５１は、後述の液体流路３０００に連結されている。
なお、この実施形態では、液体供給口２００４が当接部材２００９に囲繞された領域の一
端部（図３では左端部）近傍に形成され、液体回収口２００５が同領域の他端部（図３で
は右端部）近傍に設けられる。なお、液体供給口および液体回収口は、上述に限らず空間
形成基材上のいずれの場所にも形成することができる。また、液体供給口および液体回収
口の数は、それぞれいずれの数であっても良い。この液体供給口２００４は、液体流路３
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０００から供給される塗布液を前述の液体保持空間Ｓに供給し、液体回収口２００５は液
体保持空間Ｓ内の液体を液体流路３０００へと流出させるためのものである。この液体の
供給、流出を行うことにより、液体保持空間Ｓ内において、塗布液は上記の左端部から右
端部へと流動する。
【００２６】
　（本発明を実施するにあたって実行した検討事項）
　上述の液体保持空間Ｓは、高い液密状態を保つことができるが、主に以下の２つの問題
が生じてしまう。１つ目の問題は、塗布媒体への塗布を終えた塗布ローラ１００１の領域
が、液体保持空間Ｓに戻る際、泡と共に、塗布されずに塗布ローラ１００１に残った塗布
液も液体保持空間Ｓ中の塗布液に混入してしまうことである。この塗布ローラに残ってい
る塗布液は、塗布動作の際に外気に曝されることによる蒸発等の影響で、その濃度が高く
なっている可能性がある。従って、このような塗布液が、液体保持空間Ｓに貯蔵されてい
る塗布液に混入すると、塗布液の濃度の上昇が起こり、塗布動作毎に、塗布液濃度にムラ
が生じる可能性がある。
【００２７】
　２つ目の問題は、液体保持空間Ｓにより蒸発が抑制されても、完全に蒸発を無くすこと
はできない。よって、蒸発の蓄積による塗布液の濃度上昇が起こってしまう。
【００２８】
　そこで、本発明者は、液体保持空間Ｓと塗布液の貯蔵タンクとの間で塗布液を循環させ
ることによって、上述の問題、すなわち、泡の混入および塗布されずに塗布ローラに残っ
た塗布液の影響や蒸発の蓄積による塗布液の濃度上昇を解決することを試みた。
【００２９】
　図１８は、貯蔵タンクと液体保持部材の液体供給口との間にポンプを設けた塗布液供給
システムの概略構成を示す図である。　
　図１８において、符号７００１は、塗布液を貯蔵した貯蔵タンクである。貯蔵タンク７
００１には大気連通口７０１０が設けられている。貯蔵タンク７００１は、流路７００５
によりポンプ７００２に接続されている。また、不図示の塗布ローラを囲むことによって
液体保持部材７０００（上述した液体保持部材と同様の構成）には、液体供給口７００６
および液体回収口７００７が設けられており、液体供給口７００６は供給路７００４によ
りポンプ７００２に接続されている。さらに、貯蔵タンク７００１は、回収路７００３に
より液体回収口７００７に接続されている。
【００３０】
　上述の構成により、ポンプ７００２を動作させると、流路７００５側から供給路７００
４側へと塗布液の流れが発生し、貯蔵タンク７００１と液体保持空間Ｓとの間で、塗布液
の循環を行うことができる。このとき、塗布ローラを回転して、液体保持部材７０００に
保持されている塗布液を塗布ローラの周面に順次供給し、不図示のカウンタローラと塗布
ローラとのニップ部に塗布媒体を搬送することで、塗布ローラの周面上の塗布液を媒体へ
塗布する塗布動作を行うことができる。なお、ポンプ７００２を液体供給口７００６側に
設けることにより、塗布液を循環する際、液体供給口７００６における圧力は、液体回収
口７００７での圧力よりも相対的に高くなるので、上述の構成の循環は、加圧方式となる
。
【００３１】
　以下で、加圧方式の塗布液供給システムの液体保持部材７０００において液漏れを起こ
さないようにするための条件を、液体供給口７００６での内圧Pin、液体回収口７００７
での内圧Poutを用いて詳細に説明する。ここで、大気圧をP0、塗布液の比重をρ、重力加
速度をgとし、貯蔵タンク７００１の液面と塗布機構１０００との水頭差をh、液体保持部
材７０００の液体供給口７００６と液体回収口７００７との間の流体的な抵抗（流抵抗）
をR、回収路７００３の両端間での流体的な抵抗（流抵抗）をRoutとする。また、供給路
７００４、液体保持部材７０００、回収路７００３内の流速をIとすると、
Pout＝P0－ρ×g×h＋Rout×I　　　　　　　　　　（１）



(9) JP 4748768 B2 2011.8.17

10

20

30

40

50

Pin＝P0－ρ×g×h＋（Rout＋R）×I　　　　　　　（２）
の関係になる。
【００３２】
　このような塗布液の流れができている場合に、液体保持部材７０００から塗布液が漏れ
ないようにするには、液体保持部材７０００の内圧が外気圧である大気圧P0より低いこと
が条件になる。式（１）および（２）からPout＜Pinは明らかであるので、液体保持部材
７０００の内圧が外気圧P０より低い条件は、Pin＜P0となる。　
　すなわちPin＜P0と（式２）より、
I＜（ρ×g×h）／（Rout＋R）　　　　　　　　　　（３）
が導かれる。
【００３３】
　式（３）で示した条件は、液体保持部材７０００における塗布による塗布液の流出がな
い場合の関係であり、塗布ローラを停止している場合に相当する。一方、塗布動作を行い
ながら塗布液を循環するためには、貯蔵タンク７００１と液体供給口７００６との間にポ
ンプ７００２が設けられている、すなわち加圧による循環であるので、液体保持部材７０
００には常に塗布で使用された量の塗布液を供給しなければならない。すなわち、塗布で
使用された塗布液の量を検知するために、例えば液体保持部材７０００内の液面の高さを
検知するための液面管理手段としてのセンサ等を設け、そのセンサの検知情報から得られ
る塗布動作での塗布液消費量も考慮してポンプ７００２を制御しなければならない。この
制御を行わない場合、ポンプ７００２は、液体保持部材７０００において塗布動作での最
大の消費量を想定した最大流速Imaxの流れを起こす必要がある。最大流速Imaxのときに式
（３）を満たせばよいので、最大の塗布量と等価の意味合いをもつ最大流速Imaxは前述式
（３）を用いて
Imax＜（ρ×g×h）／（Rout＋R）　　　　　　　　（４）
と示される条件を満たさなければならない。
【００３４】
　式（４）は、ある流速を確保するには、貯蔵タンク７００１の液面と液体保持部材７０
００との水頭差hを規制するものである。すなわち貯蔵タンク７００１と液体保持部材７
０００との位置関係を規制するものである。
【００３５】
　また、式（４）を達成するためには、液体保持部材７０００と回収路７００３との流体
的な抵抗（流抵抗）を小さくする必要も発生する。一般的に流体的な抵抗を小さくするに
は流れに対する断面積を大きくするか、もしくは流路の長さを短くすることになる。液体
保持部材７０００の長さは塗布媒体への塗布領域の幅でほぼ決定し、回収路７００３の長
さは液体保持部材７０００と貯蔵タンク７００１との距離関係でほぼ決定する。また液体
保持部材７０００や回収路７００３において長さを変えずに断面積を大きくすることは容
積を大きくすることになる。容積が大きくなると装置サイズの小型化を困難にすることに
なる。
【００３６】
　上述したように、ポンプを貯蔵タンクと液体保持部材との間に設けて加圧方式によって
循環を行う場合に、液体保持部材における液漏れを起こさないようにするためには、水頭
差hを規制する必要があり、液体保持部材と回収路との流抵抗を小さくする必要もある。
また、装置の長大化を考慮すると、水頭差hを大きくすること、および液体保持部材と回
収路との流抵抗を小さくすることは制限されてしまい、最大流速Imaxを大きくすることは
厳しいものとなる。さらに、塗布で消費された塗布液量を検知するためのセンサ等を液体
保持部材に設けることにより、所定の流速での循環を行いながら、消費量分だけ液体保持
部材に供給できるようにポンプを制御しなければならない。この制御を行わない場合は、
ポンプは、常に最大流速Imaxで塗布液を流せばよいが、塗布液の消費量が少ない場合は供
給が過多になり液体保持部材を加圧することになり、液漏れを生じることもある。
【００３７】
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　本発明は、上記により説明した検討事項に鑑みてなされたものであり、本発明の幾つか
の実施形態を以下に説明する。
【００３８】
　（第１の実施形態）　
　本実施形態は、液体保持部材の液体回収口と貯蔵タンクとの間にポンプを設けることに
より、減圧方式によって液体保持部材と貯蔵タンクとの間で塗布液を循環させるものであ
る。
【００３９】
　（塗布液流路）　
　図１１は、前記塗布液供給手段の液体保持部材２００１に連結される液体流路３０００
の概略構成を示す説明図である。　
　この液体流路３０００は、液体保持部材２００１を構成する空間形成基材２００２の液
体供給口２００４と塗布液を貯蔵する貯蔵タンク３００３とを連結する第１流路３００１
と、空間形成基材２００２の液体回収口２００５と前記貯蔵タンク３００３とを連結する
第２流路３００２とを有する。この貯蔵タンク３００３には、大気連通口３００４が設け
られており、また、この大気連通口には、大気との連通、遮断を切換える大気連通弁３０
０５が設けられる。なお、大気連通口３００４は、蒸発を抑制するために迷路構造である
ことが望ましい。また、第１流路３００１内には切換弁３００６が設けられており、この
切換弁３００６によって第１流路３００１と大気との連通、遮断が切換え可能となってい
る。さらに第２流路３００２内には、本液体流路３０００内で塗布液および空気を所望の
方向へと強制的に流動させるためのポンプ３００７が連結されている。ここでは、液体保
持空間Ｓを介して第１流路３００１から第２流路３００２へ向かう方向の液体の流れを発
生させる。
【００４０】
　この実施形態において、第１流路３００１および第２の流路３００２は円管状のチュー
ブによって形成されており、各チューブの端部に形成される開口部は、貯蔵タンク３００
３の底部もしくは底部に近い位置に配置され、貯蔵タンク３００３内の塗布液を完全に消
費し得るようになっている。
【００４１】
　また、この実施形態におけるポンプ３００７は、図１９に示すようなチューブポンプに
よって構成されている。このチューブポンプ３００７は、ポンプ駆動モータ（ここでは図
示せず）によって回転する回転体３００７１と、この回転体３００７１の外側に沿って弧
状に配設された可撓性を有するポンプ構成チューブ３００７２と、前記回転体３００７１
に回動自在に支持された２個のコロ３００７３，３００７４とを有する。このチューブポ
ンプでは、回転体３００７１が回転することにより、少なくとも一つのコロ３００７３，
３００７４がポンプ構成チューブ３００７２を押し潰しながら転動し、ポンプ構成チュー
ブ３００７２内の塗布液または空気を下流側へと（図１９では、貯蔵タンク側チューブ３
００２２へと）送り出すと同時に、液体保持部材側チューブ３００２１から塗布液または
空気を吸引する。また、このチューブポンプ３００７は、駆動停止状態で必ずポンプ構成
チューブを押し潰した状態で停止するため、チューブ３００２１とチューブ３００２２と
の連通は遮断される。
【００４２】
　また、この実施形態における切換弁３００６は、第１流路３００１と大気との連通、遮
断を切換え得るものであれば、種々のものが適用可能であるが、ここでは図１１に示すよ
うな三方弁を使用している。この三方弁３００６は、互いに連通する３つのポートを有し
、このポートのうち２つのポートを、第１流路３００１における貯蔵タンク側チューブ３
０１１と、液体保持部材側チューブ３０１２と、大気連通口３０１３の中のいずれか二つ
に選択的に連通させ得るものとなっている。そして、この三方弁３００６の切換えにより
、チューブ３０１１とチューブ３０１２とを連通させる連結状態と、チューブ３０１２と
大気連通口３０１３とを連通させる連結状態とが選択的に切り換えられ、これにより、液
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体保持部材２００１と塗布ローラ１００１とによって形成される液体保持空間Ｓに対し、
貯蔵タンク３００３内の塗布液あるいは大気連通口３０１３から取り込まれる空気の何れ
かを選択して供給することが可能となる。詳しくは、図２２に示されるようにチューブ３
０１１とチューブ３０１２とが連通している状態にあっては、貯蔵タンク３００３内の塗
布液が液体保持空間Ｓに供給され、一方、図２３に示されるようにチューブ３０１２と大
気連通口３０１３とが連通している状態にあっては、大気連通口３０１３から取り込まれ
る空気が液体保持空間Ｓに供給される。なお、三方弁３００６の切換えは、後述の制御部
４０００からの制御信号によって行われ、塗布液の充填、供給などが行われる。
【００４３】
　このように、液体保持部材２００１の回収側にポンプを設けているので、塗布液の循環
の際には、液体回収口２００５での圧力は液体供給口２００４での圧力よりも相対的に低
くなり、減圧方式の循環が達成される。本実施形態における減圧方式とは、液体回収口２
００５での圧力を液体供給口２００４での圧力よりも相対的に低くするものであって、大
気圧や所定の値を判断基準にするものではない。
【００４４】
　（制御系）　
　図１２は、本実施形態の液体塗布装置における制御系の概略構成を示すブロック図であ
る。　
　図１２において、制御部４０００は液体塗布装置全体を制御する制御手段としての制御
部である。この制御部４０００は、種々の演算、制御、判別などの処理動作を実行するＣ
ＰＵ４００１と、このＣＰＵ４００１によって実行される、図１３にて後述される処理な
どの制御プログラムなどを格納するＲＯＭ４００２と、ＣＰＵ４００１の処理動作中のデ
ータや入力データなどを一時的に格納するＲＡＭ４００３などを有する。
【００４５】
　この制御部４０００には、所定の指令あるいはデータなどを入力するキーボードあるい
は各種スイッチなどを含む入力操作部４００４、液体塗布装置の入力・設定状態などをは
じめとする種々の表示を行う表示部４００５、塗布媒体の位置や各部の動作状態などを検
出するセンサなどを含む検出部４００６、前記ローラ駆動モータ１００４、ポンプ駆動モ
ータ４００９、大気連通弁３００５および切換弁３００６などがそれぞれ駆動回路４００
７，４００８，４０１０，４０１１を介して接続されている。
【００４６】
　（液体塗布動作シーケンス）　
　図１３は、本実施形態の液体塗布装置の液体塗布に係わる処理手順を示すフローチャー
トである。以下、このフローチャートを参照して、液体塗布にかかる各工程を説明する。
　すなわち、液体塗布装置に電源が投入されると、制御部４０００は、図１３に示すフロ
ーチャートに従って以下の塗布動作シーケンスを実行する。
【００４７】
　充填工程　
　ステップＳ１では、液体保持空間Ｓに対する塗布液の充填工程を実行する。この充填工
程では、まず、貯蔵タンク３００３の大気連通弁３００５を大気に開放させると共に、ポ
ンプ３００７を一定時間駆動する。これにより、液体保持空間Ｓおよび各流路３００１，
３００２内に塗布液が充填されていない場合には、ポンプによって内部の空気が貯留タン
ク３００３へと送られて大気へと排出されると共に各部に塗布液が充填される。また、既
に各部に塗布液が充填されている場合には、各部の塗布液が流動して適正な濃度および粘
度の塗布液が供給される。この初期動作によって、塗布ローラ１００１に対し塗布液が供
給された状態となり、塗布媒体への塗布が可能となる。
【００４８】
　塗布工程　
　ここで、塗布開始指令が入力されると（ステップＳ２）、再びポンプ３００７が作動を
開始すると共に（ステップＳ３）、塗布ローラ１００１が図９の矢印に示すように、時計
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周りに回転を開始する（ステップＳ４）。この塗布ローラ１００１の回転により、液体保
持空間Ｓに充填された塗布液Ｌは、塗布ローラ１００１に対する液体保持部材２００１の
当接部材２００９の押圧力に抗して、塗布ローラ１００１と当接部材２００９の下縁部２
０１１との間を摺り抜け、塗布ローラ１００１の外周に層状態となって付着する。塗布ロ
ーラ１００１に付着した塗布液Ｌは、塗布ローラ１００１とカウンターローラ１００２と
の当接部に送られる。
【００４９】
　次いで、塗布媒体送給機構１００６によって塗布ローラ１００１とカウンターローラ１
００２との間に塗布媒体が搬送され、これらのローラの間に塗布媒体が挿入されるととも
に、塗布ローラ１００１とカウンターローラ１００２の回転に伴い排紙部へ向けて搬送さ
れる（ステップＳ５）。この搬送の間に、塗布ローラの周面に塗布された塗布液が、図９
に示すように塗布ローラ１００１から塗布媒体Ｐに転写される。なお、塗布ローラ１００
１とカウンターローラ１００２との間に塗布媒体を供給する手段としては、上記の送給機
構に限られないことはもちろんであり、例えば、所定のガイド部材を補助的に用いる手差
しによる手段を併せて用いてもよく、また、手差し手段を単独で用いる構成などどのよう
な手段を用いてもよい。
【００５０】
　図９において、交差する斜線で表現した部分が塗布液Ｌを示している。なお、ここでは
、塗布ローラ１００１及び塗布媒体Ｐにおける塗布液の層の厚みは、塗布時における塗布
液Ｌの様子を明確に図示する上で、実際の厚みよりもかなり過大に表している。
【００５１】
　上記のようにして、塗布媒体Ｐの塗布された部分は塗布ローラ１００１の搬送力により
矢印方向に搬送されると共に、塗布媒体Ｐと塗布ローラ１００１の接触部に塗布媒体Ｐの
未塗布部分が搬送され、この動作を連続もしくは間欠的に行うことで塗布媒体全体に塗布
液を塗布していく。
【００５２】
　ところで、図９においては、当接部材２００９から摺り抜けて塗布ローラ１００１に付
着した塗布液Ｌの全てが塗布媒体Ｐに転写された理想的な塗布状態を示しているが、実際
には、塗布ローラ１００１に付着した塗布液Ｌの全てが塗布媒体Ｐに転写されるとは限ら
ない。つまり、搬送される塗布媒体Ｐが塗布ローラ１００１から離間する際、塗布液Ｌは
、塗布ローラ１００１にも付着し、塗布ローラ１００１に塗布液Ｌが残留することが多い
。この塗布ローラ１００１における塗布液Ｌの残留量は、塗布媒体Ｐの材質及び表面の微
小な凹凸の状態によっても異なるが、塗布媒体Ｐが普通紙の場合、塗布動作後も塗布ロー
ラ１００１の周面には塗布液Ｌが残留する。
【００５３】
　図２５、図２６、図２７は、媒体Ｐが普通紙である場合における媒体の表面と塗布面で
の塗布過程を説明する説明図である。本図では液体を黒く塗りつぶしてある。
【００５４】
　図２５は塗布ローラ１００１とカウンタローラ１００２とのニップ部より上流側での状
態を示している。同図において塗布ローラ１００１の塗布面には液体が塗布面の表面の微
細な凹凸をわずかに被うように液体が付着している。
【００５５】
　図２６は塗布ローラ１００１とカウンタローラ１００２とのニップ部での、媒体Ｐであ
る普通紙の表面と塗布ローラ１００１の塗布面の状態を示している。同図において媒体Ｐ
である普通紙の表面の凸部は塗布ローラ１００１の塗布面と接触し、接触した部分より液
体が瞬時に媒体Ｐである普通紙の表面の繊維に浸透ないし吸着する。また塗布ローラ１０
０１の塗布面には普通紙の表面の凸部と接触しない部分に付着した液体が残留する。
【００５６】
　図２７は塗布ローラ１００１とカウンタローラ１００２とのニップ部より下流側での状
態を示している。同図は媒体と塗布ローラ１００１の塗布面が完全に離脱した状態である



(13) JP 4748768 B2 2011.8.17

10

20

30

40

50

。塗布ローラ１００１の塗布面には普通紙の表面の凸部と接触しない部分に残留した液体
と接触部における液体も極微量ながら塗布面に残留する。
【００５７】
　この塗布ローラ１００１に残留した塗布液は、塗布ローラ１００１に対する液体保持部
材２００１の当接部材２００９の押圧力に抗して、塗布ローラ１００１と当接部材２００
９の上縁部２０１０との間を摺り抜けて液体保持空間Ｓ内に戻り、同空間Ｓ内に充填され
ている塗布液と混合される。
【００５８】
　ところで、塗布媒体がニップ部に存在しない時に塗布ローラ１００１を正確に停止させ
ること、及び塗布媒体の幅により塗布媒体がニップ部に存在しない状態を回避することは
困難である。しかし、この塗布液の戻し動作は、図１０に示すように塗布媒体が存在しな
い状態で塗布ローラ１００１を回転させた場合にも同様に行われる。すなわち、塗布ロー
ラ１００１を回転することで塗布ローラ１００１の外周に付着した塗布液は、カウンター
ローラ１００２との当接部の間をすり抜ける。すり抜けた後は塗布ローラ１００１側とカ
ウンターローラ１００２側とに塗布液が分離し、塗布ローラ１００１に塗布液が残留する
。そして、塗布ローラ１００１側に付着した塗布液Ｌは当接部材２００９の上縁部２０１
０と塗布ローラ１００１との間をすり抜けて液体保持空間Ｓ内に侵入し、同空間Ｓ内に充
填されている塗布液に混合する。
【００５９】
　しかしながら、液体保持空間S内と大気との間に十分な差圧が生じないと塗布液Lが液体
保持空間S内に侵入する量が制限されてしまう。つまり、塗布媒体が存在しない場合の塗
布液戻し動作において、ポンプ３００７を作動させないと液体保持空間S内と大気との差
圧が小さくなり、当接部材２００９の上縁部２０１０と塗布ローラ１００１との間をすり
抜ける塗布液Lの量が減少する。その結果図２８に示すように塗布ローラ１００１と当接
部材２００９の上縁部２０１０の上部とに塗布液Lの液溜まり２８０１ができる。溜まっ
た塗布液は空間形成基材２００２の両端部、もしくは塗布ローラの両端部から垂れてしま
う。
【００６０】
　ポンプ３００７を作動させない場合でも、液体保持空間S内と大気との間に十分な差圧
を設ける手段として液体保持空間Sと貯蔵タンク３００３内の液面との間に水頭差を設け
る手段がある。しかし、上記水頭差を設けることについては、貯蔵タンク３００３内の液
体保持量の変化により水頭差が変化すること及び、貯蔵タンク３００３の設置自由度に制
限が生じること等の問題が生じる。
【００６１】
　そこで、塗布動作中に加え、（ニップ部に塗布媒体が存在しない場合等）非塗布動作中
であっても、ポンプ３００７を動作することによって液体保持空間Ｓと大気との間に適切
な差圧を設けるようにするのが好ましい。
【００６２】
　終了工程　
　上記のようにして、塗布媒体への塗布動作が実行されると、次に塗布工程を終了して良
いか否かの判断を行い（ステップＳ６）、塗布工程を終了しない場合は、ステップＳ５に
戻り、塗布媒体の塗布が必要な部分全体に塗布工程を終了するまで塗布動作を繰り返す。
塗布工程を終了すると、塗布ローラ１００１を停止させ（ステップＳ７）、さらに、ポン
プ３００７の駆動を停止させる（ステップＳ８）。この後、ステップＳ２へ移行し、所定
期間の経過前に塗布開始指令が入力されていれば、前述のステップＳ２～Ｓ８の動作を繰
り返し、所定期間の経過後であっても塗布開始指令が入力されていなければ、液体保持空
間Ｓおよび液体流路内の塗布液を回収する回収動作などの後処理を行い（ステップＳ９）
、塗布にかかる処理を終了する。
【００６３】
　回収動作　



(14) JP 4748768 B2 2011.8.17

10

20

30

40

50

次に、ステップＳ９に示される後処理としての塗布液回収動作について図２４を参照しな
がら説明する。なおこの回収動作は、大気連通弁３００５および大気連通弁３０１３を開
放し、ポンプ３００７を駆動することによって第１流路３００１のチューブ３０１２、液
体保持空間Ｓおよび第２流路３００２内の塗布液を液体貯留タンク３００３へと流入させ
ることによって行うが、これについて以下詳細に説明する。
【００６４】
　回収動作の開始直前においては、塗布ローラ１００１およびポンプ３００７は停止状態
となっている。また、大気連通弁３００５は開状態にあり、大気連通口３００４は大気に
開放されている。
【００６５】
　回収動作が開始されると、図２４のステップＳ９０１においてポンプ３００７を動作さ
せ、液体流路３０００内において塗布液の流れを生じさせる。例えば、第２流路３００２
における塗布液の流れ方向は、図１１の矢印で示される方向である。
【００６６】
　次に、ステップＳ９０２において、三方弁３００６を図２３の状態にして大気連通口３
０１３と液体保持部材側チューブ３０１２を連通させる。すると、既にポンプ３００７の
動作で図１１の矢印で示される方向へ塗布液の流れが発生しているため、この塗布液の流
れに伴って大気連通口３０１３から空気が流入し、液体保持空間Ｓを含む液体保持部材側
チューブ３０１２から第２流路３００２に至る経路（以下、液体経路Ａともいう）に存在
する塗布液は貯蔵タンク３００３へと回収され、また、液体経路Ａには空気が充満される
。また、三方弁３００６が図２３のような状態となるため、貯蔵タンク側チューブ３０１
１は外気と遮断された状態となる。
【００６７】
　次に、ステップＳ９０３において、ポンプ３００７の動作を停止すると共に、このポン
プ３００７により第２流路３００２を外気と遮断する。最後に、ステップＳ９０４におい
て、大気連通弁３００５を閉じる。
【００６８】
　このような構成によれば、塗布動作が所定期間以上行われない場合に液体経路Ａから塗
布液を回収するようにしているので、仮に、塗布動作が長期間行われない場合であっても
、液体経路Ａ内の液体保持空間Ｓで塗布液が蒸発し固着するようなことはなく、その結果
、当接部材２００９に塗布液が固着することで生じる塗布不良を発生させずに済む。
【００６９】
　また、この回収動作を行うことにより、液体保持空間Ｓからの塗布液の蒸発を軽減する
ことができる。また、回収動作後は大気連通弁３００５を閉じ、切換弁３００６を切換え
て貯蔵タンク側チューブ３０１１と大気連通口３０１３との連通を遮断することにより、
貯蔵タンク３００３を大気から遮断している。これにより、貯蔵タンク３００３からの塗
布液の蒸発を軽減することができる。更に先に述べたように、大気と連通状態にある液体
経路Ａ内の塗布液は貯蔵タンク３００３内に回収され、その貯蔵タンク３００３内にも外
気と遮断されているので、移動、運搬などにおいて装置の姿勢が傾いた場合にも塗布液が
外部へ流出するのを防止することができる。
【００７０】
　なお、上述した図１３に示すフローチャートにおいては、ステップＳ８においてポンプ
３００７を一旦停止させ、その後、所定期間の経過後であっても塗布開始指令が入力され
ない場合にステップＳ９の回収動作へ移行する形態について説明したが、本実施形態はこ
の形態には限られない。例えば、図１３のステップＳ８におけるポンプ３００７の一時停
止動作を介さずに、図１３のステップＳ７における塗布ローラの停止処理から図２４のス
テップＳ９０２の動作へ移行することで回収動作を実現する形態であってもよい。
【００７１】
　なお、この形態の場合、図１３のステップＳ６における塗布動作の終了後、所定期間内
に塗布開始信号が入力されたらステップＳ５へ移行し、一方、所定期間内に塗布開始信号
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が入力されなければステップＳ７へ移行する。そして、ステップＳ７において塗布ローラ
１００１を停止するが、このとき、ポンプ３００７は動作状態であるため、図２４のステ
ップＳ９０１はスキップし、図２４のステップＳ９０２へ移行し、塗布液の回収動作を開
始する。その後、上述と同様に、ステップＳ９０３、Ｓ９０４を経て、塗布液の回収動作
を終了する。
【００７２】
　以下で、本実施形態の塗布液供給システムの液体保持部材２００１において液漏れを起
こさないようにするための条件を、液体供給口２００４での内圧Pin、液体回収口２００
５での内圧Poutを用いて詳細に説明する。ここで、大気圧をP0、塗布液の比重をρ、重力
加速度をgとし、前記貯蔵タンク３００３の液面と液体保持部材２００１との水頭差をh、
液体保持部材２００１の液体供給口２００４と液体回収口２００５との間の流体的な抵抗
（流抵抗）R、供給路である第１流路３００１の両端間での流体的な抵抗（流抵抗）をRin
とする。また、第１流路３００１、液体保持部材２００１、および第２流路３００２内の
流速をIとすると、
Pout＝P0－ρ×g×h－（Rin＋R）×I　　　　　　（５）
Pin＝P0－ρ×g×h－Rin×I　　　　　　　　　　（６）
の関係になる。
【００７３】
　このような塗布液の流れができている場合に、液体保持部材２００１から塗布液が漏れ
ないようにするには、液体保持部材２００１の内圧が外気圧である大気圧P0より低いこと
が条件になる。式（５）および（６）からPout＜Pinは明らかであるので、液体保持部材
２００１の内圧が該気圧P０より低い条件、すなわち塗布液を漏れないようにする条件は
、Pin＜P0となる。すなわちPin＜P0と式（６）とにより、
I＞－（ρ×g×h）／Rin　　　　　　　　　　　　（７）
の関係が液体保持部材２００１から塗布液を漏れないようにする条件である。　
　ここでρ＞0、g＞0、Rin＞0であるから、水頭差h≧０であれば常に式（７）は成立する
。
【００７４】
　一方、水頭差h＜0に成る条件は、液体保持部材２００１より貯蔵タンク３００３の液面
が高い場合である。すなわち、検討事項で述べた加圧方式のように液体保持部材２００１
と第１流路３００１との流抵抗まで考慮に入れる必要はなく、貯蔵タンク３００３と液体
保持部材２００１の鉛直方向との位置関係だけの制約で塗布液の漏れを防止することがで
きる。
【００７５】
　加圧方式の場合でも、h＜0の条件下では式（４）は成立しないので、本実施形態で必要
とされる鉛直方向の位置関係だけの制約は加圧方式より制約の幅を狭くするものではない
。
【００７６】
　また、液体保持部材２００１が液密状態の場合には、液体保持部材２００１の内圧が外
気圧である大気圧P0より若干高くても液漏れに耐えることができる。液漏れに耐える液体
保持部材２００１の内圧と外気圧との差（耐圧）をΔPとすると、塗布液を漏れないよう
にする条件は
Pin－ΔP＜P0　　　　　　　　　　　　　　　　　（８）
となり、式（７）は次式に示すように補正される。
I＞－（ρ×g×h＋ΔP）／Rin　　　　　　　　　　（９）　
　式（９）が成立するには、ρ×g×h＋ΔP＞0すなわち、
h＜－ΔP／（ρ×g）
が成立すればよい。
【００７７】
　これは液体保持部材２００１が液密状態であることにより液漏れに耐える液体保持部材
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２００１の内圧と外気圧との差がΔPである場合、貯蔵タンク３００３の液面は、ΔP／（
ρ×g）以内の高さであれば液体保持部材２００１に対して高くても良いことになる。す
なわち、液体保持部材２００１より貯蔵タンク３００３の液面が低いことが本実施形態の
必要条件ではない。
【００７８】
　また、貯蔵タンク３００３と液体供給口２００４との間には、ポンプが設けられていな
いので、液体保持部材２００１で消費された塗布液の量は、その分だけ液体保持部材２０
０１へ供給するという制御を行わなくても液体保持部材２００１に供給される。よって、
加圧方式では必要とした塗布による消費量を考慮した供給量の制御、およびその制御を行
わない場合には、最大流速Imaxでの供給を行う必要は無くなる。
【００７９】
　以上説明したように、本実施形態によれば、液体保持部材の液体回収口と貯蔵タンクと
の間にポンプを設けることにより塗布液を循環するようにしたので、液体保持部材と貯蔵
タンク内の塗布液の水面との水頭差の制御だけで、液体保持部材からの液漏れを軽減する
ことができる。具体的には、液体保持部材が貯蔵タンク内の塗布液の液面よりも重力方向
上方に位置させればいずれの位置関係でも良く、また、所定の範囲内であれば、貯蔵タン
ク内の塗布液の液面を液体保持部材よりも重力方向上方に位置させることができる。
【００８０】
　また、液体保持部材からの液漏れを軽減するために、液体保持部材および貯蔵タンクか
ら液体保持部材への供給路の流体的な抵抗を考慮しなくてよいので、液体保持部材や供給
路の断面積を大きくする、およびそれらの長さを短くする必要がなくなり、塗布装置を小
型化できる。
【００８１】
　また、液体保持部材の液体回収口側にポンプが設けられていることから、塗布による消
費分を考慮した供給制御を行う必要が無くなり、液体保持部材内の液面の高さを検知する
ための液面管理手段としてのセンサ等をその制御のために設けなくても良いのでコストダ
ウンを行うことができる。
【００８２】
　さらに、塗布液の消費に応じて貯蔵タンクより液体保持部材へ塗布液が供給されるため
、ポンプで発生させる流量は塗布液の消費分よりも少なくても良い。そのため、必要以上
に減圧する必要がない。
【００８３】
　（第２の実施形態）
　本実施形態は、液体保持部材の液体回収口と貯蔵タンクとの間にポンプを設ける構成に
おいて、貯蔵タンクの液面位置が液体保持部材に対して所定の距離以上、重力方向の上方
に位置し、ポンプの駆動を止めた場合、供給路の液体流路を遮断するものである。　
　本実施形態において、塗布装置および液体保持部材の構成、ならびに液体流路の構成に
ついて、第１の実施形態と同様の部分はここでは省略し、本実施形態に特徴的な部分のみ
を説明する。
【００８４】
　第１の実施形態では、ポンプ３００７を液体保持部材２００１の回収路に設けているの
で、減圧方式の循環が達成される。この構成において、液体保持部材２００１からの液漏
れを発生しないようにするためには、液体保持部材２００１が貯蔵タンク３００３内の塗
布液の液面よりも高ければいずれの高さでも良く、また、貯蔵タンク３００３の液面位置
は液体保持部材２００１に対して所定条件以内であれば高くても良いことになる。しかし
、貯蔵タンク３００３の液面位置が、液体保持部材２００１に対して所定の高さ以上にな
っても、式（７）に示される様に、ポンプ３００７により塗布液の流れを所定の条件以上
の流速にすれば、液漏れを起こさない条件が満たされていることが見出せる。
【００８５】
　しかしながら、塗布装置を使用していない状態（例えば、非塗布動作時）等で電力の浪
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費を考慮すると、ポンプ３００７を駆動しないことが望ましい場合もある。この場合、ポ
ンプ３００７を駆動しないので塗布液の流れを発生させることができない。従って、式（
７）の条件を満たすことができず、この状態で貯蔵タンク３００３の液面位置が液体保持
部材２００１に対して所定条件以上高くした場合は液漏れが発生する。
【００８６】
　そこで、図１１において、ポンプ３００７を駆動しないときは、切替え弁３００６をチ
ューブ３０１１とチューブ３０１２とを連通させる連結状態（図２２に示した状態）から
、チューブ３０１２と大気連通口３０１３とを連通させる連結状態（図２３に示した状態
）へ切替えることによって、貯蔵タンク３００３と液体保持部材２００１との流路を遮断
する。この流路の遮断により、貯蔵タンク３００３の液面位置と液体保持部材２００１と
の水頭差により生じる圧力を無くすことができ、液漏れを防止することができる。また、
ポンプを駆動するときは、切替え弁３００６を切替えてチューブ３０１１とチューブ３０
１２との流路を確立し、式（７）を満たす所定の流速を発生させることで液漏れを防止す
る。
【００８７】
　また、本実施形態では図２０および図２１に示す様に、貯蔵タンク３００３の液面位置
が液体保持部材２００１に対して重力方向上方に位置する構成で、その供給路に弁６０１
２を設ける。
【００８８】
　ポンプ３００７を駆動しない時は弁６０１２を閉じて貯蔵タンク３００３と液体保持部
材２００１との流路を遮断することで、貯蔵タンク３００３の液面と液体保持部材２００
１との水頭差で生じる圧力を無くして液漏れを防止する。ポンプ３００７を駆動する時は
前記弁６０１２を開き、式（７）を満たす所定の流速を発生させることで液漏れを防止す
る。
【００８９】
　また、本実施形態で使用したポンプ３００７は駆動を行わない状態で流路を遮断する機
能を持っているが、遮断する機能を持たないポンプの場合には回収路にも弁６０１２と同
様の機能を持つ弁を設ける。この構成における弁の場合でも、弁６０１２と同様にポンプ
手段を駆動する時には弁を開き、駆動しない時には弁を閉じることで前述のポンプ３００
７の弁機能を得ることができる。このとき弁は、ポンプに対して貯蔵タンク３００３側ま
たは液体保持部材２００１側のいずれ側にあっても良い。
【００９０】
　さらに、本実施形態では、供給路に切替え弁３００６や弁６０１２等の弁機構を設ける
ことにより液体流路の遮断を行っているが、これらに限らず、ポンプ駆動停止時の貯蔵タ
ンク３００３と液体保持部材２００１との流路遮断を行うものであればいずれの形態であ
っても良く、例えば、貯蔵タンク３００３の供給口または液体保持部材の供給口に蓋をす
るような形態であっても良い。
【００９１】
　以上説明したように、本実施形態によれば、貯蔵タンクの液面位置が液体保持部材に対
して所定の高さ以上であり、ポンプの駆動を止めた場合でも、供給路の設けられた切替え
弁や弁により貯蔵タンクから液体保持部材への液体供給路を遮断することによって、貯蔵
タンクの液面位置と液体保持部材との水頭差によって生じる圧力を無くすことができ、液
体保持部材からの液漏れを防止することができる。
【００９２】
　（その他の実施形態）
　第１の実施形態および第２の実施形態では、液体保持部材２００１における液漏れ防止
の観点から大気圧P0より塗布機構の内圧が高くならないようにすることに主眼をおいた。
すなわち液体保持部材２００１の内圧が大気圧P0より低くなる分にはいくらでも許容して
いた。
【００９３】
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　しかしながら、液体保持部材２００１の内圧が低くなり過ぎると外気が液体保持部材２
００１内に入り込んでくる可能性が高まる。その空気が、塗布ローラ１００１と下縁部２
０１１とのニップ部、すなわち塗布ローラ上に塗布された塗布液が液体保持部材２００１
から摺りぬける部分から入り込む場合には、塗布に対して欠陥を与えてしまう。また、入
り込む空気の量が過剰だと、塗布液の供給の妨げになり塗布液の供給不良で塗布に対して
欠陥につながる。
【００９４】
　液体保持部材２００１が液密状態である場合において、液体保持部材２００１の内圧が
外気圧である大気圧P0より低い場合に、空気が液体保持部材２００１内に入り込まないで
耐えられる最大の圧力差（耐圧）をΔP2とする。
【００９５】
　空気の混入を考える場合には圧力が低い方を考慮するため回収口側の圧力Poutでの条件
の方が供給口側の圧Pinより厳しい条件になる。空気の混入を起こさない条件は、
P0－Pout≦ΔP2　　　　　　　　　　　　　　（１０）
であるから式（５）を代入して、
ρ×g×h＋（Rin＋R）×I≦ΔP2　　　　　　　（１１）
が得られる。
【００９６】
　ここで式（１１）において左辺の第1項ρ×g×hは水頭差hで生じる圧力である。空気の
混入だけを考えると、式（１１）から、水頭差hはできるだけ小さくて、できれば負であ
った方がよい。しかし前述のように液漏れを考慮すると条件は逆である。また、塗布液の
貯蔵タンク３００３内の液面は液体保持部材２００１への供給により消費することで変化
する。これらを考慮して、ΔPとΔP2とが同程度の場合は図２１に示すように、貯蔵タン
クに最大に塗布液を入れている場合の液面と塗布液を使い切ったときの液面との間に液体
保持部材を位置することが望ましい。
【００９７】
　また式（１１）において、左辺の第２項（Rin＋R）×Iより、供給路の流抵抗Rinと液体
保持部材の流抵抗Rのどちらとも小さい方が空気の混入を防止するのには有効である。
【００９８】
　そこで、供給路の流抵抗Rinを下げるには３つの手段があげられる。　
　ひとつは、供給路の断面積を大きくすることである。　
　もうひとつは供給路の長さをできるだけ短くすることである。この場合は液体保持部材
２００１が水平方向に長いため、貯蔵タンク３００３を液体保持部材２００１のどちらか
の液体保持部材の長手方向の脇に配置するかによって、液体保持部材２００１と貯蔵タン
ク３００３との距離は液体供給口側と液体回収口側とで異なる。そのため図１１、図２０
、および図２１で示すように、液体保持部材２００１と貯蔵タンク３００３との距離が小
さい側に液体供給口を設け、他方に液体回収口を設けることで、供給路の長さを短くする
ことが可能である。
【００９９】
　供給路の流抵抗Rinを下げるもうひとつの手段は供給路の本数を増やすことである。た
だし単に供給路の本数を増やすだけではコスト面での損失が大きく、上述の断面積を大き
くしたほうが有効である。
【０１００】
　また、液体保持部材２００１の流抵抗Rを下げる手段としては、その長さを短くするか
、断面積を大きくするかが考えられるが、液体保持部材の長さは、塗布媒体への塗布領域
の幅でほぼ決定している。従って、流抵抗Rを下げる手段としては、液体保持部材２００
１の断面積を大きくする方法が有効である。
【０１０１】
　（さらに他の実施形態）
　図１４は、上述の液体塗布装置とほぼ同様の構成を有した塗布機構を備えたインクジェ
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ット記録装置１の概略構成を示す図である。　
　このインクジェット記録装置１には、複数枚の記録媒体Ｐを積載する給送トレイ２が設
けられており、半月形状の分離ローラ３が、給送トレイに積載された記録媒体Ｐを１枚づ
つ分離して搬送経路に給送する。搬送経路中には、上記液体塗布機構の液体塗布手段を構
成する塗布ローラ１００１およびカウンターローラ１００２が配置されており、給送トレ
イ２から給送された記録媒体Ｐは、両ローラ１００１，１００２の間に送られる。塗布ロ
ーラ１００１はローラ駆動モータの回転によって図１４において時計周り方向に回転し、
記録媒体Ｐを搬送しながら塗布液を記録媒体Ｐの記録面に塗布する。塗布液が塗布された
記録媒体Ｐは、搬送ローラ４とピンチローラ５との間に送られ、搬送ローラ４が、図中、
反時計周り方向へと回転することによって、記録媒体Ｐはプラテン６の上を搬送され、記
録手段を構成する記録ヘッド７に対向する位置へと移動する。記録ヘッド７は複のインク
吐出用のノズルを配設したインクジェット記録ヘッドであり、この記録ヘッド７が図の紙
面と垂直方向に走査する間に、記録データに従ってノズルから記録媒体Ｐの記録面に対し
てインク滴を吐出して記録を行う。この記録動作と搬送ローラ４による所定量の搬送動作
とを交互に繰り返しながら、記録媒体に画像を形成してゆく。この画像形成動作とともに
、記録媒体の搬送路において記録ヘッドの走査領域の後流側に設けられた、排紙ローラ８
と排紙拍車９によって記録媒体Ｐが挟持され、排紙ローラ８の回転によって排紙トレイ１
０上に排紙される。
【０１０２】
　なお、このインクジェット記録装置としては、インクを吐出するノズルを記録媒体の最
大幅に亘って配設した長尺な記録ヘッドを用いて記録動作を行ういわゆるフルライン型の
インクジェット記録装置を構成することも可能である。
【０１０３】
　また、本実施形態で用いる塗布液は、顔料を色材とするインクで記録した際に顔料の凝
集を促進させる処理液である。
【０１０４】
　本実施形態では、塗布液として処理液を用いることにより、この処理液とこの処理液が
塗布された記録媒体に吐出されるインクの色材である顔料を反応させて顔料の凝集を促進
させる。そして、顔料の凝集を促進させることにより、記録濃度の向上を図ることができ
る。さらに、ブリーディングの軽減または防止することも可能となる。なお、インクジェ
ット記録装置において用いる塗布液としては、上記の例に限られないことはもちろんであ
る。
【０１０５】
　図１５は、上述したインクジェット記録装置の要部を示す斜視図である。同図に示すよ
うに、給送トレイ２の一端の上方に塗布機構１００が設けられ、この塗布機構より上部で
、給送トレイ２の中央部上方に記録ヘッド７などを備えた記録機構が設けられる。
【０１０６】
　図１６は、上述したインクジェット記録装置の制御構成を示すブロック図である。同図
において、液体塗布機構の要素であるローラ駆動機構１００４、ポンプ駆動モータ４００
９、および大気連通弁のアクチュエータ３００５は、前述した液体塗布装置とで説明した
ものと同様の要素である。
【０１０７】
　ＣＰＵ５００１は、図１７にて後述する処理手順のプログラムに従い、塗布機構の各要
素の駆動を制御するとともに、記録機構にかかるＬＦモータ５０１３、ＣＲモータ５０１
５、および記録ヘッド７の駆動を、それぞれの駆動回路５０１２、５０１４、５０１６を
介して制御する。すなわち、ＬＦモータ５０１３の駆動によって搬送ローラ４などを回転
させ、また、ＣＲモータの駆動によって記録ヘッド７を搭載したキャリッジを移動させる
。さらに、記録ヘッドのノズルからインクを吐出させる制御を行う。
【０１０８】
　図１７は、本実施形態のインクジェット記録装置における液体塗布およびそれに伴う記
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録動作の手順を示すフローチャートである。同図において、ステップＳ１０１、Ｓ１０３
～Ｓ１０５の処理、およびステップＳ１０８～Ｓ１１０の処理は、図１３に示した、それ
ぞれ、ステップＳ１、Ｓ３～Ｓ５、Ｓ７～Ｓ９の処理と同様である。
【０１０９】
　図１７に示すように、本実施形態では、記録開始の指令があると（ステップＳ１０２）
、ポンプ作動などの一連の液体塗布動作を行う（ステップＳ１０３～Ｓ１０５）。この塗
布工程の後、必要な部分に塗布液が塗布された記録媒体に対して、記録動作を行う（ステ
ップＳ１０６）。すなわち、搬送ローラ４によって所定量ずつ搬送される記録媒体Ｐに対
して記録ヘッド７を走査させ、この走査の間に記録データに応じてノズルからインクを吐
出することにより記録媒体にインクを付着させてドットを形成する。この付着するインク
は塗布液と反応するため、濃度向上や滲みの防止が可能となる。以上の記録媒体の搬送と
記録ヘッドの走査を繰り返すことにより、記録媒体Ｐに対して記録がなされ、記録を終了
した記録媒体は排紙トレイ１０上に排紙される。
【０１１０】
　なお、本実施形態では、記録媒体に対する液体塗布に伴い、その塗布が終了した部分に
対して順次記録を行うものである。すなわち、塗布ローラから記録ヘッドへ至る搬送路の
長さが記録媒体の長さよりも短く、記録媒体上の液体の塗布がなされた部分が記録ヘッド
による走査領域に至るときに、記録媒体の他の部分に塗布機構によって塗布が行われる形
態であり、記録媒体の所定量の搬送ごとに、記録媒体の異なる部分で、順次、液体塗布と
記録がなされていく。しかし、本発明の適用する上で、別の形態として、特許文献５に記
載されるように、１つの記録媒体に対する塗布が完了してから記録を行うものであっても
よい。
【０１１１】
　ステップＳ１０７で記録が終了したと判断すると、ステップＳ１０８以降の処理を行い
、本処理を終了する。
【０１１２】
　また、上述した実施形態では、インクジェット方式の記録装置において液体を塗布する
例について説明したが、本発明は他の方式の記録装置に適用することもできる。例えば、
塗布液として、蛍光増白剤を含有する液体を用いることにより、媒体の白色度を向上させ
ることが可能である。また、別の塗布液として、塗布媒体のカール（媒体が湾曲形状とな
る現象）を抑制する成分を含有する液体を用いることも可能である。前記液体塗布後の記
録手段は、インクジェット記録方式に限られず、熱転写方式、電子写真方式などの記録方
式でも効果を得ることができる。また、銀塩写真方式の記録装置において、塗布液として
、記録前に感光剤を塗布してもよい。
【図面の簡単な説明】
【０１１３】
【図１】本発明の液体塗布装置に係る実施形態の全体構成を示す斜視図である。
【図２】図１に示した塗布ローラ、カウンターローラおよび液体保持部材などの配置の一
例を示す縦断側面図である。
【図３】図１および図２に示した液体保持部材の正面図である。
【図４】図３に示した液体保持部材をＡ－Ａ線にて切断した端面を示す端面図である。
【図５】図３に示した液体保持部材をＢ－Ｂ線にて切断した端面を示す端面図である。
【図６】図３に示した液体保持部材の平面図である。
【図７】図３に示した液体塗布部材の当接部を液体塗布ローラに当接させた状態を示す左
側面図である。
【図８】図３に示した液体塗布部材の当接部を液体塗布ローラに当接させた状態を示す右
側面図である。
【図９】本発明の実施形態において、液体保持部材と塗布ローラとによって形成される液
体保持空間に塗布液が充填され、塗布ローラの回転により塗布媒体に液体が塗布されてい
る状態を示す縦断断面図である。
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【図１０】本発明の実施形態において、液体保持部材と塗布ローラとによって形成される
液体保持空間に塗布液が充填され、塗布媒体が存在しない状態で塗布ローラを回転させた
状態を示す縦断断面図である。
【図１１】本発明の実施形態における液体塗布装置の液体流路の概略構成を示す図である
。
【図１２】本発明の実施形態における制御系の概略構成を示すブロック図である。
【図１３】本発明の実施形態における液体塗布動作シーケンスを示すフローチャートであ
る。
【図１４】本発明の実施形態におけるインクジェット記録装置の概略構成を示す縦断側面
図である。
【図１５】図１４の実施形態におけるインクジェット記録装置をシリアルプリンタ型イン
クジェット記録装置として構成した場合の記録部と液体塗布装置との配置状態を示す斜視
図である。
【図１６】上記インクジェット記録装置の制御系の概略構成を示すブロック図である。
【図１７】本発明の他の実施形態における塗布動作および記録動作のシーケンスを示すフ
ローチャートである。
【図１８】本発明の実施形態における液体塗布装置の液体流路の概略構成を示す図である
。
【図１９】本発明の実施形態におけるポンプの動作を説明する図である。
【図２０】本発明の実施形態における液体塗布装置の液体流路の概略構成を示す図である
。
【図２１】本発明の実施形態における液体塗布装置の液体流路の概略構成を示す図である
。
【図２２】三方弁３００６によりチューブ３０１１とチューブ３０１２とを連通させた状
態を示す図である。
【図２３】三方弁３００６によりチューブ３０１２と大気連通口３０１３とを連通させた
状態を示す図である。
【図２４】回収動作のシーケンスを示すフローチャートである。
【図２５】媒体Ｐが普通紙である場合における媒体の表面と塗布面での塗布過程を説明す
る説明図である。
【図２６】媒体Ｐが普通紙である場合における媒体の表面と塗布面での塗布過程を説明す
る説明図である。
【図２７】媒体Ｐが普通紙である場合における媒体の表面と塗布面での塗布過程を説明す
る説明図である。
【図２８】本発明の実施形態において、液体保持部材と塗布ローラとによって形成される
液体保持空間に塗布液が充填され、ポンプ停止時に塗布媒体が存在しない状態で塗布ロー
ラを回転させた状態を示す縦断断面図である。
【符号の説明】
【０１１４】
　２００１　液体保持部材
　２００２　空間形成基材
　２００４　液体供給口
　２００５　液体回収口
　３００１　第１流路
　３００２　第２流路
　３００３　貯蔵タンク
　３００４、３０１３　大気連通口
　３００５　大気連通弁
　３００６　切換弁
　３００７　ポンプ



(22) JP 4748768 B2 2011.8.17

　３０１１　貯蔵タンク側チューブ
　３０１２　液体塗布部材側チューブ
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